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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、欧米の先行研究を参考に、IT ツールが新製品開発

に与える影響について、日本企業を対象とした定性的・定量的研究を通じ、国際比較研究のた

めの概念モデルを提示した。さらに、新製品開発の各段階（発見・開発・市場化）における IT

利用の頻度や熟達度が新製品の成果に与える影響について、日本企業 203 社から得られたデー

タを分析し、CIO の存在、グローバル化への対応、利用容易性の重要性を明らかにした。 

 

研究成果の概要（英文）：In this research, we proposed a conceptual model for cross-national 

comparative study on how IT tools affect new product development based on prior studies 

in the U.S. and Europe and through the qualitative and quantitative studies on Japanese 

companies.  Then we analyzed the data collected from 203 Japanese companies to see how 

frequency and proficiency of IT tools usage influence on new product performance.  We 

have found that the CIO as a sponsor, global engagement, and perceived ease of use of 

IT tools are important factors for enhancing IT tool usage in Japanese companies. 
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１．研究開始当初の背景 

（1）近年，欧米で IT の利用と開発効率の向

上に関する研究が進みつつあるが（Cooper 

2007; Dewett and Jones 2001; Nambisan 

2003），IT 利用と新製品開発の市場成果に関

する実証研究は未だ少ない。加えて，新製品

開発の組織的特徴が異なる日本企業（川上

2005）では，新製品開発における IT 利用の

ニーズも異なる可能性があり、国や文化を配

慮した真の意味での国際比較研究を行うた

めに、日本企業の事例研究等を通じた広い視

野からのアプローチが求められている。 

 

（2）従来の研究は「IT ツールが新製品の成
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果を高めるか否か」という二者択一的な議論

に留まり（Ozer 2004）、新製品開発のの各段

階（発見・開発・市場化）において、IT ツー

ルがそれぞれどのように利用されうるのか

という点に関する理解が十分であるとは言

えない。 

 

（3）当該分野の先行研究は Web2.0 のような

新たな ICT ツールが出現し、普及する以前に

実施されたものがほとんどであり、進化した

IT 環境の下で、IT あるいは ICT ツールによ

って新製品開発にいかなる新たな可能性が

もたらされているのかという点は未だ検討

されていなかった。 

 

以上が本研究課題を開始した当時の当該

分野の研究の背景と状況である。 

 

２．研究の目的 

(1)本研究では，世界的なレベルでも端緒に

ついたばかりの当該分野の研究を日本で展

開するために，海外共同研究者と共に国際比

較研究のための概念モデルを開発すること

を目的として行った。 

 

(2)具体的には、新製品開発の各段階（発見・

開発・市場化）における IT 利用の頻度や熟

達度が新製品の品質や市場成果に与える影

響を明らかにすることを目的とした。 

 

３．研究の方法 

(1)前期の目的を達するために，欧米での研

究を参考にしつつ，日本企業の現状に即した

モデルの改善が必須であった。そのため、ま

ず日本企業の現状に関する探索的なインタ

ビュー調査から着手した。 

 

(2)本研究では，新製品開発に用いる IT ツー

ルを 3つに分類した。すなわち、１）コミュ

ニケーションおよび協働のためのツール，

２）情報・知識管理ツール，３）市場調査・

分析ツールである。 

 

(3)そして、これらの IT ツールが新製品開発

に与える影響について，発見段階・開発段

階・市場化段階というフェーズ毎に詳細に検

討し，産業・地理的近接性・新製品の革新性

といった条件変数の下で，その影響がどう変

化するか等について、日本企業を対象として

質問票調査を実施し、実証研究を行った。 

 

(4)本研究の問題設定は，3 タイプの IT ツー

ルが、それぞれ新製品開発の創造的な側面を

いつ，いかなる場面で，いかに促進し，ある

いは阻害するかといった，より詳細かつ多面

的な議論を可能にするものである。加えて，

欧米のみならず，日本企業を対象とした実証

研究を行なうことによって，より一般化可能

性の高い理論構築を目指している。 

 

４．研究成果 

(1)定性的研究の成果 

本研究期間の初年度である平成 21 年度に

は，日本企業 19 社（メーカー、ベンダー、

調査会社等）を訪問し，35 名のマネジャー（IT

部門、開発部門、マーケティング部門等）に

新製品開発プロセスにおける IT ツールの利

用の現状に関するインタビュー調査を実施

した。 

この研究成果は，事例論文として執筆し，

International Product Development 

Management Conference (IPDMC) 2010 に採

択され，2010 年 6 月にスペイン（ムルシア）

で報告した。この国際会議におけるベストペ

ーパーの 1 つに選ばれた本論文は、Journal 

of Product Innovation management の特集号

に平成 23 年に掲載された。 

 

(2)文献・理論研究の成果と概念モデル構築 

関連領域に関する文献レビューに基づき，

平成 21 年度に日本語および英語で，先行研

究を整理したレビュー論文を執筆した。当該

論文は，日本情報経営学会誌に採択され、

Product Development Management 

Association Research Forum 2010 において

も報告した。 

これらの文献研究を通じて、日本企業の新

製品開発における IT ツールの導入を促進・

阻害する要因に関して，欧米諸国とは異なる

興味深い発見事項があった。本研究では，そ

れらの要因を，タスク要因・財務的要因・技

術的要因・組織的要因といった複数の視点で

検討し，概念的整理を行った。 

図１が本研究の定性的研究と文献・理論研

究に基づいて構築した概念モデルである。 

 

 



 

 

図 1 新製品開発における IT ツールの 

利用に関する概念モデル 

(3) 日本企業を対象とした実証研究の成果 

平成22年11月から12月にかけて、調査対

象先のサンプリングと企業送付先データの

整備、概念モデルと仮説の内容に基づく質

問項目の収集と確定、質問票の原案作成と

双方向翻訳といった一連の作業を経て、

2011年1月に日本企業約1,100社を対象に質

問票を送付した。 

質問票は 2011 年 2 月から 3 月にかけて回

収を行ったが、同年 3 月 11 日に発生した東

日本大震災により、回答企業の震災対応に配

慮してフォローアップを一時中断した。その

後、2011 年 6 月まで回収期間を延長し、最終

的に 203 社 220 事業部からの回答を得た。回

収率は企業ベースで 18.5％であった。回答者

は、新製品開発の担当マネジャー155 名、IT

部門のマネジャー115 名であった。 

表１は調査対象企業および回答企業の業

種別構成比を示したものである。 

 

表 1 質問票調査の業種別構成比 

 
本調査のデータを用いた分析結果は、平成

23 年 4 月の日本商業学会関西部会、同 6 月

IPDMC2011、同年 10 月の BLSP セミナー他で

報告した。 

 図 2は新製品開発の発見・開発・市場化の

各段階における IT ツールの利用状況をまと

めたものである。各ツールの利用頻度につい

ては 5 段階評価（「全く使わない」～「非常

によく使う」）で尋ねた。 

 図 2において、レーダーチャートの右側が

肯定的な回答が得られた、よく利用されてい

る IT ツールである。逆に左側は、あまり使

われていないツールである。ウェブ 2.0 時代

の IT ツールであるツイッターやブログにつ

いては、企業の新製品開発においては、ほと

んど利用されていないことが分かる。 

 次に、表 2は、IT ツールの利用状況に関す

る日米比較の結果を表している。表 2は、日

本で高頻度に使われているツール、あまり使

われていないツールの 2群に分け、それぞれ

のツールが発見・開発・市場化の各段階にお

いて、アメリカでどの程度、利用されている

のかを分析した。 

 
図 2 新製品開発の各段階における 

IT ツールの利用状況 

  

その結果、ほとんどのツールにおいて、利

用頻度の傾向は日米 2 か国で類似していた。

しかし、日本で高頻度に利用されているネッ

ト利用の顧客ニーズ調査は、アメリカでは、

あまり利用されていない。逆に、日本ではあ

まり利用されていないプロジェクト管理ツ

ールがアメリカではよく利用されていると

いった違いも発見された。 

 

表 2 IT ツールの利用に関する日米比較 

 
 

 最後に、図 1 で提示した概念モデルを日本

企業のデータで検証したところ、図 3の結果

を得た。すなわち、新製品開発における IT

ツールの利用を促す要因として、支持者とし

ての CIOの存在、グローバル化への参画状況、

IT ツールに対する知覚された利用の容易性

の 3つの要因が正の影響を与えていることが

分かった。 

 また、本研究の分析を通じて、IT ツールの

利用は新製品開発の成果に直接的には影響

せず、開発タスクの熟達度という媒介変数を

通して影響することが明らかになった。すな



 

 

わち、IT に対する投資対効果は、新製品開発

の成果としては直接的には表れにくいとい

うことである。よって、こうした間接的な関

係ゆえに開発業務における IT ツールの積極

的な導入が妨げられることのないよう、この

点をよく理解しておく必要がある。 

   

 
 

図 3  日本企業における IT ツール利用の 

促進要因に関する実証結果 
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